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東吾妻町耐震改修促進計画（概要版） ２０２２-２０２６ 

 計画策定の背景と目的 
 計画策定の背景 

耐震改修促進法の強化 東吾妻町の耐震化の現状 

平成３１（２０１９）年
１月に「耐震改修促進
法」施行令が改正されま

した。 

▪ 木造住宅の耐震化率  ５５．５％（5年間で＋２．１％） 
▪ 公共建築物の耐震化率 ８３．２％（5年間で＋９．７％） 
のため、耐震化の促進に向けて一層の施策を講じる必要があり

ます。 

 計画策定の目的 

本計画策定の目的 

本計画は、地震による建築物の倒壊等の被害から町民の命と財産を守るため、建築物の耐震
改修を促進し、地震に対する安全性を高めることを目的とします。 

 計画の期間と対象建築物 
 計画期間 

本計画の計画期間 

▪ 令和４（２０２２）年度から令和８（２０２６）年度までの５年間とします。 
▪ 社会情勢の変化や事業進捗状況等を勘案し、定期的に計画内容を検証し、必要に応じ、適
宜、目標や計画内容を見直します。 

 対象建築物 

本計画の対象建築物 

本計画の対象建築物は、住宅・特定建築物・町有建築物のうち、耐震性能を有しない建築物
とします。 

 住宅・建築物の耐震化の目標 
 既存建築物の耐震化の状況 

項目 平成２９（２０１７）年１月 令和４（２０２２）年１月※現況 

耐震化率 ５３．４％ ５５．５％ 
住宅棟数 ７，９６６棟 ７，８０４棟 
耐震性有り ４，２６０棟 ４，３３７棟 
耐震性無し ３，７０６棟 ３，４６７棟 

▪ 本町における住宅の棟数は、７，８０４棟（令和４（２０２２）年１月現在）で地区別で
は、原町地区の１，３７９棟が最も多く、奥田地区の８１棟が最も少くなっています。 

▪ 特定建築物の耐震化率の推計は、７１．２％、公共建築物の耐震化率の推計は、８３．２％
です。 
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 耐震化の目標設定指針 
国 群馬県 

国が定める住宅の耐震化率及び多数の者が
利用する建築物の耐震化率は、令和７（２０２
５）年度までに９５％が目標 

群馬県が定める住宅及び多数の者が利用す
る建築物の耐震化率は、国の目標値を踏まえ
て９５％が目標 

 本町の住宅の耐震化の目標 

 現状の耐震化率 
自然更新による 
耐震化率の見込 

目標耐震化率 
目標の達成に向けて 

（５年間） 

住宅 
５５．５％ 

（４，３３７棟） 
６１．８％ 

（４，７２１棟） 
９５％ 

（７，２６０棟） 

約２，５４０棟の 
耐震化及び減災化 

が必要 

特定建築物 
７１．２％ 
（３７棟） 

７３．１％ 
（３８棟） 

９５％ 
（４９棟） 

１１棟の 
耐震化及び減災化 

が必要 

公共建築物 
８３．２％ 

（７９，８３９㎡） 
８８．２％ 

（８４，６７２㎡） 
９５％ 

（９１，２００㎡） 

６，５２８㎡の 
耐震化及び減災化 

が必要 
（  ）内は、耐震性のある住宅・特定建築物棟数、及び公共建築物延床面積 

 耐震化を促進するための総合的な取り組み 
 基本的な取り組み方針 

公助 自助 

本町が行う助成や制度整備 
「自分の生命・財産は自分で守る」という 

町民意識の醸成 

 耐震化を図るための支援策の概要 

従来から実施 

▪ 木造住宅耐震診断派遣者事業 木造住宅の耐震診断 
▪ 木造住宅耐震改修補助事業 木造住宅の耐震改修 
▪ 住宅新築改修等補助事業 住宅新築改修等 

 地震時の総合的な安全対策 

地震時の総合的な安全対策として 

▪ 天井等の非構造部材の脱落対策の普及徹底 
▪ エレベーターの防災対策改修の周知 
▪ ブロック塀等の倒壊防止の普及・啓発 

▪ 外壁等の落下防止対策の周知 
▪ 家具の転倒防止対策の普及・啓発 
▪ がけ・擁壁の安全対策の実施 
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 優先的に耐震化に着手すべき建築物 

優先的に耐震化に着手すべき建築物は、耐震性能が低い次のもの 

▪ 地震が発生した場合において 
① 災害応急対策の拠点となるもの 
② 避難所となるもの 
③ 医療活動の中心となるもの 
④ 防災上特に重要な建築物 

▪ 昭和５６（１９８１）年５月３１日以前に工事着手し建築された住宅 
▪ 耐震改修促進法に規定される特定建築物のうち、多数の者が利用する建築物 

 重点的に耐震化すべき区域 

重点的に耐震化すべき区域は、次のとおり 

▪ 緊急輸送道路の沿道 ▪ 住宅が密集している地区 

 

県指定・町内の緊急輸送道路 

▪ 第一次緊急輸送道路 国道１４５号 

▪ 第二次緊急輸送道路 
国道４０６号・主要地方道渋川 
東吾妻線・主要地方道中之条東吾妻線・ 
一般道伊香保村上線 

▪ 第三次緊急輸送道路 主要地方道高崎東吾妻線 
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 地震発生時に通行を確保すべき道路 

群馬県地域防災計画指定緊急輸送道路 

災害時の拠点施設を連絡するほか、災害時における多数の者の円滑な避難、救急・消防活動
の実施、避難者への緊急物資の輸送等の観点から、通行を確保すべき道路に選定します。 

 避難路沿道建築物附属ブロック塀等の耐震化 
ブロック塀等の耐震化対象高さ 【出典】建築物の耐震改修促進に関する法律の概要・国土交通省） 
避難路として指定する道路について、耐震化促進を検討します。 

 地震に対する安全性の向上に関する啓発等 
 相談体制の整備・情報提供の充実 

相談体制の整備・情報提供の充実 リフォームに合わせた耐震改修の誘導 

▪ 相談窓口を設置 ▪ 耐震改修を実施 
（耐震改修は、建築物の構造部材の補強のた
めに内装工事を伴うことが多い） 

 その他の促進に必要な事項 

次の建築関係団体との協働を予定 

▪ 一般社団法人 群馬建築士会 
▪ 一般社団法人 群馬県建築士事務所協会 
▪ 一般社団法人 群馬県木造住宅産業協会 

▪ 一般社団法人 群馬県建築構造設計事務所協会 
▪ 一般社団法人 日本建築学会関東支部群馬支所 
▪ 一般社団法人 群馬県木造住宅研究会 

 

東吾妻町建設課 令和４年３月 
〒３７７－０８９２ 

群馬県吾妻郡東吾妻町大字原町１０４６番地 
ＴＥＬ  （０２７９）６８－２１１１ 
ＦＡＸ  （０２７９）６８－４９００ 
Ｅ－mail info@town.higashiagatsuma.gunma.jp 
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